

































The policy response on large-scale going out of business 
































































原因である。これら経営者の高齢化により、1995 年から 2015 年には経営者年齢の山は、




















 経済産業省では、2025 年には 6 割以上の経営者が 70 歳を超え、中小企業の約 127 万社
では、後継者が不在になると推定している。中小企業の経営者の最多年齢層は、2015 年時
点では「65~69 歳」であり、平均引退年齢は 70 歳である。2025 年時点で引退適齢期を迎
える中小企業経営者は約 245 万人になる（日経新聞 2017.10.6）。2020 年には、30 万人を超
える中小企業経営者が 70 歳になるが、中小企業の約 6 割で後継者が未定のままである。つ
まり、中小企業経営者の年代別分布は、その最多層が時間経過とともに右側へ移動してい
るに過ぎず、中小企業経営者の平均引退年齢とされる 70 歳に差し掛かりつつある。2015
























り、2015 年頃までの 10 年間では、約 650 万人の雇用と約 22 兆円の GDP の喪失があった




 中小企業基盤整備機構が描く「悲観シナリオ」は、2055 年にはわが国の中小企業数が 94





 2016 年の企業の休廃業と解散を合わせた件数は、過去最高の 29,098 万件となり、2000
 
＜図表 1 中小企業経営者の年齢分布＞ 
 
（出所）経済産業省資料（帝国データバンクの企業概要ファイルを縄田［2018］が再編加工、142 頁 
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 2017 年に休廃業と解散をした企業は、合わせて 28,142 件（前年比 4.8%減）あり、3 年
ぶりに前年を下回った。企業倒産が年間で 1 万件を下回る中、倒産件数の 3 倍以上の企業
が休廃業や解散を選択し、毎年約 4 万社が市場から退出している。休廃業と解散をした企




3）最近 10 年の休廃業・解散件数から見えてくるもの 
 図表 2 を見ると、最近 10 年間の株式会社の休廃業・解散件数は、1 万件前後で推移して
いることがわかる。有限会社は 2006 年以降、設立ができなくなったが、それ以前からの企
業では存続しているものがある。有限会社は、以前から企業規模では株式会社よりも総じ







  最近 10 年の休廃業・解散件数を眺めると、今後 5 年から 10 年の間に世代交代が円滑に





















＜図表 2 休廃業・解散 法人格別 （単位：件）＞ 
法人格 
年 
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（出所）東京商工リサーチ、日経速報ニュースアーカイブ、2018.1.15 



















の子どもが「0 人」である割合が、未定企業は 36.3%あり、決定企業の 22.8%よりも高くなっ
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 図表 3 は、廃業予定企業の廃業理由を示しているが、「当初から自分の代限りでやめよう
と考えてた」「事業に将来性がない」「子どもに継ぐ意思がない」「子どもがいない」「適当
な後継者が見つからない」など、後継者不在を理由とするものが多い。したがって、廃業



















歳以上」は 16.8%であり、平均年齢は 71.1 歳である。現在の経営者の年齢が 39 歳以下の
企業は、平均 56.1 歳で廃業を予定し、40 歳代では同 64.8 歳、50 歳代では同 66.9 歳、60
歳代では同 70.9 歳、70 歳以上では同 77.9 歳で廃業を予定している（日本政策金融公庫総
合研究所［2016］8 頁）。現在の経営者の健康状態や企業業績、事業の将来性を含めて考え
ると、経営者の現在年齢プラス「自信がある将来年数」と解釈できるかもしれない。そう













 2018 年 1 月に東京都荒川区の「梅の花本舗」が廃業した。同社は、高林博文社長 87 歳
が 1 人で「元祖梅ジャム」を製造してきたが、2017 年 12 月 20 日で生産を終了した。同社
は、町工場が点在し、路面電車が横切る下町の一角に構えた自宅兼作業場のみであった。
そして、社長の体調悪化や販売不振により、廃業に至った。この情報は、2018 年 1 月半ば
に Twitter 上に流れ、次第に顧客間で拡散し、悲しむ声が相次いだ。梅ジャムという商品は、





 梅ジャムの価格は、1970 年頃に 5 円から 10 円に値上げして以降、数年前に内容量を 15g
から 1~2g 減らす程度で値上げを回避してきた。ただ少子化と嗜好変化により、卸売業者
や駄菓子屋も減少し、低迷した（https://www.asahi.com/articles/ASL1T6R9KL1TUTIL04D.html 
朝日新聞デジタル 2018.1.26）。売上のピーク時は、年間約 3 千万円であり、社長は減少し
ても生産を継続したが、潮時を感じたという。社長には 2 人の子息がいるが、2 人は継が
なかった。社長は「僕の子供時代は空襲ばかりで勉強できなかったから、中学生の時から
息子らには『お前たちは自分で自分の道を切り拓け』と伝えていた。まぁ実際、梅ジャム



































ンターを、2011 年度から大都市圏を手始めに全国へ展開を開始した。また、2013 年 6 月に
閣議決定された「日本再興戦略」以降の成長戦略では、2020 年までに黒字経営の中小企業・
小規模事業者を 70 万社から 140 万社への増加を目標としている（縄田［2018］141 頁）。 
































































































に差し掛かかっていることから、2017 年 7 月に「中小企業の事業承継に関する集中実施期






























19.3%、個人事業者の 10.4%が、何らかのかたちで M&A を視野に入れており、事業存続の
ための選択肢の 1 つとして、M&A に対する認識を有している経営者も一定割合で存在し
ている（信金中央金庫［2017］7 頁）。 
 中小企業施策のうち、事業承継に関する施策が 2017 年 10 月に「1 日中小企業庁 in 徳島」
で紹介された。今後 10 年間を集中期間とし、事業承継、再編、統合を推進するため、経営
者の早期の気付き促進から承継希望者とのマッチング、事業承継、第二創業まで切れ目の
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（3）事業承継プラットフォーム 








これにより、5 年間で 25 万~30 万社に事業承継診断を行うこととした（中小企業基盤整備
機構 2017.8.1）。全国都道府県のうち 19 県において、事業承継ネットワーク地域事務局を
担う事業者を採択した（日本政策金融公庫［2017］）。また、都道府県が独自で取り組む地
域を含め、全国協議会を組織し、各地での最適な横展開などにより、全国的な支援体制構
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５ 小規模 M&A 市場の形成 
 
 親族承継や従業員による承継が不可能になると、事業を継続させるための最終的手段と




（1）小規模 M&A 市場の構築必要性 
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択肢であり、最終的手段である。帝国データバンク［2017］によると、「後継者あり」とす











ング機会の向上に取り組むことである。さらに民間 M&A 事業者が有する DB とセンター
の DB の相互乗り入れも検討しており、国内でも DB ネットワーク化などの環境整備を行
おうとしている。2017 年度は、事業引継ぎ支援センターの体制強化のため、実質人員を約





 2018 年年頭に中小機構理事長高田坦史は、中小企業の大きな課題の 1 つに経営者の高齢
化と事業承継対策をあげた。そこでは事業承継を中小企業にとって最大の BCP（事業継続







た政府の M&A 市場の形成に対し、2017 年度予算や事業引継ぎ支援センターでの対応強化
－ 20 － 
についても数字として目に見える支援強化となっていることがわかる。一方、個別のセン
ターが抱える問題についてはなかなか言及されることがない。 
 2018 年度は、小規模 M&A 市場形成に対し、企業 DB を通じた民間の M&A に関する企
業 DB と相互乗り入れを図ろうとしている。また、全国各地の小規模 M&A を手がける機
関の育成をすることとしている。さらに債務や個人保証の処理や廃業支援を強化すること
としている。これらの施策の目指すべき姿は、事業引継ぎ支援センターによるマッチング
件数 2,000 件を目指し、健全な小規模 M&A 市場を形成（業界統計・業界ルールなど）し、
数万単位の事業引継ぎニーズへ対応し、事業から退出しやすい環境を整備しようとしてい
る。M&A の担い手は、地域金融機関、民間 M&A 仲介業者等が増えているが、それらは
一定規模以上の M&A が対象である。そのため、小規模な M&A の担い手は少ない。そこ
で事業引継ぎ支援センターが金融機関や民間 M&A 機関が対象としない小規模 M&A の担
い手として期待される（中小企業庁［2017a］7-8 頁）。図表 8 は、企業規模に対応する M&A
の取り扱いを示しているが、各々において担当する機関の違いを示すものでもある。当然
のことながら、これら規模の企業での M&A の目的も異なることに注目する必要がある。
それが今後の小規模 M&A 市場の将来に影響することになる。 
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（2）小規模 M&A 仲介機関としての事業引継ぎ支援センター 
1）事業引継ぎ支援センターの取扱案件 


















関する相談実績は、新規相談が 679 社と前年度比で 6.7%増加した。実際に承継・譲渡を終
えた成約案件も 41 件と 28%増加した（日本経済新聞地方面東京 2017.4.20）。そして、事業
引継ぎ支援センターの成約実績が、2012 年度から 2017 年度上期まで累計で 1,000 件を超え
た。特に 2017 年 4 月から 9 月には、前年同時期に比べて 1.5 倍を超えるペース（305）件
であった。成約実績では、北海道、四国を除く地域で堅調に増加した。経済産業省は、セ















向けの M&A 専門家育成講座を 2017 年 11 月に開設した。滋賀県事業引継ぎ支援センター































































＜図表 9 事業承継の促進に向けた当面のパッケージ＞ 
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 川崎市と川崎商工会議所、川崎市産業振興財団、川崎信用金庫は、2017 年 12 月に中小
企業の事業承継支援協力の協定を締結した。川崎市内の中小企業経営者を対象に事業承継






















 2017 年 4 月には、愛媛県と経済産業省・中小企業庁、四国経済産業局、中小機構四国本
部、JETRO 愛媛県貿易情報センターが、愛媛県内の中小企業支援に関連する連携協定を締
結した。これにより、中小企業の海外展開と事業承継に的を絞り、支援しようとしている。
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ンターの体制強化や、承継事業者への信用保証料の全額補助などにも取り組むとしている
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